
〇 教育を取り巻く社会状況の変化、外国人児童生徒や不登校児童生徒の増加等の多様化や教育DXをはじめとする学校現場における課題の多様化・複雑化

〇 「令和の日本型学校教育」を構築するため「個別最適な学び」・「協働的な学び」の一体的な充実を図り、主体的、対話的で深い学びを実現する必要

〇 平成26年の地教行法（※）の改正 ➡ 施行されて8年以上が経過し、制度運用の成果と課題の整理が必要

「令和の日本型学校教育」を推進する地方教育行政の充実に向けて【概要】
令和5年7月19日 「令和の日本型学校教育」を推進する地方教育行政の充実に向けた調査研究協力者会議 報告書

地方教育行政を取り巻く状況

（※）地方教育行政の組織及び運営に関する法律
（昭和31年法律第162号）

【教育委員会会議の活性化】
・事前勉強会開催や教育委員提案に基づく課題設定など教育委員会会議活性化等

【教育長、教育委員の人選、資質・能力の在り方】
・教育の状況や候補者の資質・能力、特性等を踏まえた教育長の選任等

【教育委員会事務局の在り方】
・様々な研修の機会等を通じて指導主事の資質・能力の向上を図ること等

〇各学校を所管する管理運営機関として、指導等を通じた管理運営に加え、教育委員会が、積極的な支援を行うこと

〇教育委員会の機能強化・活性化を通じて、教育長がリーダーシップを十分に発揮すること、教育委員会が合議制の執行機関として十分な役割を果たすこと

〇教育委員会のみでは対処しきれない課題の解決や教育の更なる充実に向けて、総合教育会議の更なる活用等により、首長との連携・協働を通じて対応していくこと  

〇小規模自治体においては、近隣自治体等と連携しつつ取組を進めること、特に、都道府県教委は、広域自治体として、市町村教委への支援を積極的に行うこと

令和の日本型学校教育を推進する地方教育行政の在り方に係る基本的考え方

【学校の自主性・自律性を促す取組の実施】
・学校予算に係る裁量の拡大の取組の推進や外部資金の獲得等

【教師が教育活動に専念できる環境整備】
・保護者等による過剰な苦情や不当な要求等への対応に係る各教育委員会の
支援体制の構築

・学校事務職員がその役割を発揮できるよう支援に取り組むこと等

【危機管理に係る対応】

・総合教育会議を災害発生時の対応に係る議題で開催するなど首長との認識共有等

【総合的な施策の大綱の策定等】
・総合教育会議等における大綱を踏まえた取組の進捗状況等の共有等

【総合教育会議の在り方】
・いじめ重大事態等緊急の場合の総合教育会議等を通じた協議・調整実施の徹底等

【関係部局等との連携の促進】
・専門家の配置、組織改編等を通じた教育委員会事務局と関係部局の連携実現等

【現状と課題】
・職員数10人以下の教育委員会は全体の約３割、指導主事未配置の教育委員会は
約２割（※）。小規模自治体は必ずしも十分な体制が構築されていない中で
様々な課題への対応が必要
➡都道府県の支援とともに広域連携を含めた各自治体の一層の取組が必要

【必要な方策】
・都道府県教委は広域自治体として、域内の市町村教委への適切な支援を行うこと
・自治体間連携に係る取組について、事例の把握創出・横展開等積極的な支援
・指導主事の共同設置や、校長経験者等のアドバイザー等としての任用
・小規模自治体指導主事対象オンライン情報交換やネットワークづくりの場設置等

①総合教育会議の活性化や自治体間連携の促進に向けた支援、
 ②手引きの作成・公表による取組事例や留意事項等の周知、
 ③特に小規模自治体の指導主事に係るオンラインの情報共有・ネットワークづくりの場の提供 等

教育委員会の機能強化・活性化

基本的な考え方を踏まえた具体的な方策等について

（※）「教育委員会の現状に関する調査」（令和３年度間）

国における対応として、

小規模自治体への対応、広域行政の推進のための方策

学校運営の支援のために教育委員会が果たすべき役割

教育長と首長との効果的な連携の在り方

（報告書QRコード）


	４．地方教育行政の充実に向けて
	初等中等教育施策の動向（連携促進事業差し替え）
	R6地方行政における連携推進事業
	スライド 0

	初等中等教育施策の動向（堀野課長修正後本文部分）
	初等中等教育施策の動向（堀野課長修正後）
	１．地方教育行政の充実に向けて
	「令和の日本型学校教育」を推進する地方教育行政の充実に向けて
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 7

	（１枚版）調査研究協力者会議報告書
	参考
	スライド 1







	指導主事ミートアップポンチ絵
	スライド 1




